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このプレゼンテーションに記載された当社の財務情報は、米国会計基準に基づき計算されたものであります。

このプレゼンテーションには、当社の計画と見通しを反映した将来予想に関する記述を含んでおります。
かかる将来予想に関する記述は、当社が現時点で入手可能な情報を基にした予想値であり、これらは経済
環境、競争状況、新サービスの成否等、不確実な要因の影響を受けます。従って、実際の業績はこのプレゼ
ンテーションに記載されている将来予想に関する記述とは大きく異なる場合があることをご承知おきください。

また当社は、このプレゼンテーション後において、かかる将来予想に関する記述を更新して公表する義務を
負うものではありません。
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本日の内容本日の内容

11 20102010年年1212月期月期 決算概況決算概況

2

2011年12月期 重点課題・施策

3

4

参考資料

2011年12月期 業績・配当予想

5

2010年12月期 業績の解説
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20102010年年1212月期月期 決算概況決算概況

83835.75.7％％1,5261,5261,4431,443EBITDA*

2009年
12月期

2010年
12月期 増減増減

営業収益 33,,337337 3,6013,601 7.97.9％％ 264264

営業利益 612612 668668 9.29.2％％ 5656

税金等控除前利益 578578 632632 9.29.2％％ 5353

当社株主帰属
当期純利益

305305 377377 23.823.8％％ 7272

(単位：億円)

*EBITDA＝（営業収益）－（番組・その他営業費用）－（販売費および一般管理費）
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2010年12月期 決算概況

22

4

参考資料

2011年12月期 業績・配当予想3

1

5

20102010年年1212月期月期 業績の解説業績の解説

2011年12月期 重点課題・施策
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20102010年年1212月期の振り返り月期の振り返り

多チャンネル市場での
競合事業者の取り組み強化

戦略商品の投入・拡充

・お得プラン
・J:COM TV My style

TVサービスの付加価値向上
VOD・HD

デジタル化完了

難視共聴世帯の取り込み

当社を取り巻く環境当社を取り巻く環境 当社の施策当社の施策

視聴形態の変化

地デジ対応の進展
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戦略商品の投入・拡充戦略商品の投入・拡充

「J:COM TV My style」

 新しい視聴スタイルを提案新しい視聴スタイルを提案

 多チャンネルのエントリーモデルとして導入多チャンネルのエントリーモデルとして導入

 当社の強みを活かした商品設計当社の強みを活かした商品設計（（SVOD,SVOD, バンドリング）バンドリング）

 お客さま基盤の拡大

 競合との差別化

投入効果投入効果

商品コンセプト

CATVサービス純増数の推移

1月 2月

3月

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

3,600

900

－4,100

2,700
4,1004,700

5,700
7,100

8,700

11,200

16,000 15,300＜2010年度＞
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ＴＶサービスの付加価値向上ＴＶサービスの付加価値向上

 日本初の見放題日本初の見放題パックをパックを投入・投入・増強増強

 見逃し番組、「追っかけ再生」機能見逃し番組、「追っかけ再生」機能

 地上波ドラマの地上波ドラマのJ:COMJ:COM独占有料先行配信独占有料先行配信

 ３３DDコンテンツの配信コンテンツの配信

ハイビジョン化

 全全49Ch49Ch（全体の約（全体の約66割）をハイビジョン化割）をハイビジョン化

VODサービス
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* 難視共聴世帯：ビルや送電線などの陰になることで電波障害が生じ、テレビ放送を視聴するために地上波放送の電波を共同受信する
施設（難視共聴施設）から電波を分配受信する必要がある世帯。（未接続とは当社グループのネットワークに接続していないこと。）

** J：COMグループのネットワークを活用して地上デジタル放送の再送信サービスを提供することで合意した世帯。

未接続難視共聴世帯未接続難視共聴世帯**の取り込みの取り込み

有料サービスの

加入促進を強化

エリア内共聴世帯

約140万世帯（2010年12月末現在）

54万世帯
（2009年末）

46万世帯増加
(2010年末）

合意済み世帯数は合意済み世帯数は約約77割割まで増加まで増加

合意済 **
100万世帯
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++4.64.6％％343万327万総加入世帯数

ボリューム指標ボリューム指標 2009年12月末
(2009年1-12月平均)

2010年12月末
(2010年1-12月平均)

増減増減

ケーブルテレビ 260万 269万 ++3.63.6％％

高速ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続 158万 170万 ++7.07.0％％

電話 176万 197万 ++11.811.8％％

RGU合計 *1 595万 636万 ++6.96.9％％

平均月次解約率 (RGU当たり) 1.07% 1.11% +0.04pts+0.04pts

主要オペレーション指標主要オペレーション指標

*1: RGU (Revenue generating unit)合計＝ 提供サービス数の合計
*2:バンドル率＝加入世帯当たり提供サービス数
*3: ARPU＝加入世帯当たり月次収益

バリュー指標
2009年12月末

(2009年1-12月平均)
2010年12月末

(2010年1-12月平均)
増減増減

バンドル率 *2 1.82 1.86 +0.04

ARPU *3 7,726円 7,680円 -46円
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利用料収入： 2,982億円（+3.6%、+105億円）

 その他収入： 619億円（+34.6%、+159億円）

・2009年10月に連結子会社化したJ SPORTSが通期
で貢献（番組事業の外部売上が増加）

連結損益計算書のポイント連結損益計算書のポイント

番組・その他営業費用： 1,353億円（+9.9%、+122億円）

•J SPORTSの連結子会社化により番組事業の
費用が増加

販売費及び一般管理費： 722億円（+8.9%、+59億円）

•事業規模拡大に伴う人件費の増加
•テレビＣＭによる広告宣伝活動の強化

減価償却費： 858億円（+3.2%、+27億円）

3,601億円(+7.9%、+264億円)

2,934億円(+7.6%、+208億円)

483 504
460

619

1,559 1,608

835 870

0
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1,000
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2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

2009年度 2010年度

ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ（億円）

3,337
3,601

2,877 2,982

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ その他電話

1,353

663
722

832
858

1,230

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2009年度 2010年度

番組・その他営業費用 販売費及び一般管理費

減価償却費

2,726 2,934

営業収益

営業費用

（億円）
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EBITDAEBITDA及び及び営業利益営業利益

668612

0

100

200

300

400

500

600

700

2009年度 2010年度

［米国会計基準］

（億円）

1,5261,443

0
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1,000

1,200

1,400

1,600

2009年度 2010年度

（億円）

EBITDA* 営業利益

*EBITDA＝（営業収益）－（番組・その他営業費用）－（販売費および一般管理費）

(+5.7%) (+9.2%)



12 © Jupiter Telecommunications Co., Ltd.

377
305

0

100

200

300

400

500

2009年度 2010年度

当当社社株主帰属株主帰属当期当期純利益純利益
［米国会計基準］

（億円）前期比増減要因前期比増減要因

 J SPORTS中間持株会社の清算に

伴う税金費用の減少 +41億円

•同要因を除くと、当社株主帰属当期純利益

の増加率は10.3％。 (+23.8%)
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設備投資設備投資

キャピタルリース 資本的支出

［米国会計基準］

（億円）

562

176
178

518
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2009年度 2010年度

694

１．資本的支出 +45億円
•新規加入世帯数の増加による引込宅内工
事費の増加や、秦野・伊勢原局の新設等に

伴う延伸工事費の増加等により支出が拡

大。

２．キャピタルリース +1億円
・STBの単価は下落したものの、ブルーレイ

HDRの調達増加により前年比微増。

前期比増減要因前期比増減要因

20.8% 20.6%

設備投資比率*

740

*設備投資比率：営業収益に対する設備投資額の比率
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連結貸借対照表及び主要指標連結貸借対照表及び主要指標

-443,7373,780有形固定資産

8121113投資

2081,193985流動資産

1518,1688,017資産合計

-223,1173,139その他資産

増減2010年
12月末

2009年
12月末

資産の部

16163147非支配持分資本

3684,2643,896資本合計

-2882,8193,107その他負債

701,0841,014流動負債

1518,1688,017負債及び資本合計

3524,1023,749当社株主帰属資本

-2173,9044,121負債合計

増減2010年
12月末

2009年
12月末

負債及び資本の部

当社株主帰属資本比率

負債及び資本合計

D/Eレシオ

純有利子負債

負債/EBITDA
EBITDA

当社株主帰属資本

46.8％
50.2％

8,017
8,168

3,749
4,102

4,1023,749

0.36
0.50

当社株主帰属資本

1,875 1,469

純有利子負債

1,443 1,526
1,875

1,469

0.96
1.30

（単位：億円)

2010年度2009年度 2010年度2009年度2010年度2009年度
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［米国会計基準］連結連結キャッシュ・フローキャッシュ・フロー計算書計算書

-535

-570

1,244

2010年
12月期

2009年
12月期 増減

営業活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ 1,236 8

投資活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ -566 -5

財務活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ -241 -294

504フリーキャッシュフロー* 542 -39

* フリーキャッシュフロー ＝ （営業活動によるキャッシュフロー）－（資本的支出） －（キャピタルリース）

(単位：億円)

長期借入金の元本支払 △224億円
キャピタルリース債務の元本支払△216億円
配当金の支払 △75億円

資本的支出 △562億円

事業譲受による支出 △11億円

当期純利益 409億円

減価償却費 858億円

営業活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ（1,244億円）から、ｷ
ｬﾋﾟﾀﾙﾘｰｽを含む設備投資額（740億円）を控除
した額。

【【主な増減要因主な増減要因】】
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1

5

2

3

4

2010年12月期 決算概況

参考資料

2010年12月期 業績の解説

2011年12月期 業績・配当予想

2011年12月期 重点課題・施策
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20112011年年1212月期月期 連結業績予想連結業績予想

-44～～6%6%--1,5261,526EBITDA*

2010年12月期
(実績)

2011年12月期
(予想) 増減増減

営業収益 3,6013,601 3,7003,700 2.7%2.7% 99

営業利益 668668 730730 9.9.44%% 62

税金等
控除前利益

632632 695695 10.0%10.0% 63

当社株主帰属
当期純利益

377377 375375 --0.0.55%% -2

(単位：億円)

*EBITDA＝（営業収益）－（番組・その他営業費用）－（販売費および一般管理費）
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当社株主帰属当期純利益予想について（補足）当社株主帰属当期純利益予想について（補足）

375336

41

0

100

200

300

400

500

2010年度 2011年度(予想)

実質11.11.77％％増益増益

2010年度に発生した特殊要因*を除
くと、実質11.7%の増益見込み。

*特殊要因

J SPORTSの中間持株会社2社の清
算に伴い、税金費用が41億円減少。

（億円）
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2011年度
（予想）

20112011年年1212月期月期 １株当たり１株当たり配当予想金額配当予想金額

33期連続増配を計画期連続増配を計画

2008年度 2009年度 2010年度
（予想）

750750円円

980980円円

1,5001,500円円

1,8001,800円円

900円

900円

0

500

1,000

1,500

2,000

（円） 期末中間
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4

1

5

2

33

参考資料

2010年12月期 決算概況

2011年12月期 業績・配当予想

2010年12月期 業績の解説

2011年12月期 重点課題・施策
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20112011年年1212月期月期 重点課題・施策重点課題・施策

新規世帯の新規世帯の
拡大拡大

戦略商品を活用した加入世帯数の拡大

KDDIKDDIとのとの
アライアンス推進アライアンス推進

検討段階から実行段階へ

既存サービスの見直しARPUARPUに寄与するに寄与する
サービスのサービスの
開発・展開開発・展開

経営効率化の経営効率化の
推進推進

効率化推進により利益率向上へ

新サービスの積極的開発・展開

メディア事業のメディア事業の
強化強化

BS放送進出による事業拡大（J SPORTS）

コミュニティチャンネルの強化

総合メディア企業としてのメリットを極大化
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新規世帯の拡大新規世帯の拡大

新規新規加入加入世帯の拡大世帯の拡大へへ

「J:COM PHONE プラス」

 ターゲット層への適切なアプローチターゲット層への適切なアプローチ
（単身、若年層、シニア夫婦世帯）（単身、若年層、シニア夫婦世帯）

 効果的効果的広告宣伝活動広告宣伝活動の展開の展開
 地デジ需要の取り込み地デジ需要の取り込み

 VODVOD見放題パックの強化見放題パックの強化

質の向上質の向上
ラインナップの拡充ラインナップの拡充

 au/KDDIユーザーの取り込み
 利便性を追求したサービス （優遇通話サービス適用範囲の拡大など）

22

戦略商品を活用した加入世帯数の拡大戦略商品を活用した加入世帯数の拡大

11 「J:COM TV My style」

営業・マーケティング施策営業・マーケティング施策営業・マーケティング施策 商品力の向上策商品力の向上策商品力の向上策
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KDDIKDDIとのアライアンス推進とのアライアンス推進

商品提携

・「J:COM Phone プラス」開始
（4月）
・auケータイとの優遇通話開始
・まとめ請求の開始

メディア事業

・KDDI製作コンテンツの
積極活用

販売協力

・クロスセルの推進（auショップ
の積極活用）

技術インフラ

・高度化・効率化に向けた
更なる協業

商品提携

・「J:COM Phone プラス」開始
（4月）
・auケータイとの優遇通話開始
・まとめ請求の開始

メディア事業

・KDDI製作コンテンツの
積極活用

販売協力

・クロスセルの推進（auショップ
の積極活用）

技術インフラ

・高度化・効率化に向けた
更なる協業

2010年度の主な成果2010年度の主な成果

・WiMAX：：「「J:COM WiMaxJ:COM WiMax」」として提供開始 （（12月）

・VODVOD：：コンテンツ調達の一元化
・コンテンツ相互配信コンテンツ相互配信：映画「ラブコメ」の先行配信

・次世代STB：12年の市場導入に向けて要件概要を合意

・クロスプロモーション：関西でトライアル実施（8月）

・JCNとの共同プロモーション実施（10月、12月）

商品提携商品提携商品提携

技術インフラ技術インフラ技術インフラ

販売協力販売協力販売協力

CATV事業CATVCATV事業事業

2011年度の重点取組み20112011年度の重点取組み年度の重点取組み

メディア事業メディア事業メディア事業
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メディア事業の強化メディア事業の強化

 開始時期開始時期
・・ 20112011年年1010月：月： 「「J SPORTS 1J SPORTS 1」「」「J SPORTS 2J SPORTS 2」」

コミュニティチャンネルの強化コミュニティチャンネルの強化コミュニティチャンネルの強化

BS放送進出による事業拡大 (J SPORTS)BSBS放送進出による事業拡大放送進出による事業拡大 (J(J SPORTS)SPORTS)

 JJ SPORTSSPORTS 全全44チャンネルがチャンネルがBSに進出

・・ 残り残り2CH2CHはは20122012年春～年春～

視聴者層の拡大視聴者層の拡大

収益の拡大収益の拡大

総合メディア企業としてのメリットを極大化総合メディア企業としてのメリットを極大化総合メディア企業としてのメリットを極大化

地域密着メディア地域密着メディア
地域情報を各地域に発信地域情報を各地域に発信

広域メディア広域メディア
地域情報を全国に発信地域情報を全国に発信

今までの役割 これからの役割

・コンテンツの質向上・コンテンツの質向上
・放送のＨＤ化を推進・放送のＨＤ化を推進

CATVCATV加入世帯数加入世帯数
269269万世帯万世帯

コミＣＨ視聴可能世帯コミＣＨ視聴可能世帯

J:COMJ:COM

約約900900万世帯万世帯
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ARPUARPUに寄与するサービスの開発・展開に寄与するサービスの開発・展開

ARPUARPUに寄与するサービスを開発・展開に寄与するサービスを開発・展開

新サービスの積極的開発・展開新サービスの積極的開発・展開新サービスの積極的開発・展開

既存サービスの見直し・再展開既存サービスの見直し・再展開既存サービスの見直し・再展開

•• 安心見守りサービス安心見守りサービス 他他

•• SMBSMBサービスサービス

 TV EverywhereTV Everywhere型サービス型サービス

 空き帯域を利用したサービス空き帯域を利用したサービス

 TVTVプラットフォームを利用したサービスプラットフォームを利用したサービス
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経営効率化の推進経営効率化の推進

営業利益率の改善営業利益率の改善

20102010年度年度：：18.18.55%% 20112011年度：年度：19.7%19.7%
（通期見込み）（通期見込み）

・・ 顧客獲得コスト効率化の追求顧客獲得コスト効率化の追求
（販売チャネルの多様化を強力に推進）（販売チャネルの多様化を強力に推進）

・・ 放送／制作設備の集約推進放送／制作設備の集約推進

・・ オペレーションの機能強化、効率化オペレーションの機能強化、効率化
（決済情報の電子化等）（決済情報の電子化等）

などなど
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3,601

226

612

537

428

316

連結業績の推移連結業績の推移 <営業収益及び営業利益>
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（予想）

2004年度

245

1,831

2,219

2,645

2,943

3,337
668

730

3,700

1,613

（億円）
（億円）

営業収益（左目盛)
営業利益（右目盛)
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4

1

5

2
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2010年12月期 決算概況

2011年12月期 業績・配当予想

2010年12月期 業績の解説

2011年12月期 重点課題・施策
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2008年度 2009年度 2010度

A
R

PU

*平均月次解約率=（当該期間における解約サービス数合計）÷
（当該期間の加重平均RGU数）÷（当該月数）

20102010年年1212月期月期 主要オペレーション指標主要オペレーション指標

0.9%

1.0%

1.1%

1.2%

1.3%

2008 1.12% 0.97% 0.94% 0.96% 1.00%

2009 1.18% 1.07% 1.02% 1.02% 1.07%

2010 1.21% 1.11% 1.09% 1.05% 1.11%

Q1 Q2 Q3 Q4 年間

2008年

2009年

2010年

2009年 2010年2008年
（円）

バンドル率

2008年度 2009年度 2010年度

7,726

1.82

7,789

1.77

1.86

7,680

~~

ARPUARPU･バンドル率･バンドル率 平均月次解約率平均月次解約率*
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J:COM J:COM オンオン デマンドデマンド
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ハードディスク内蔵型ハードディスク内蔵型STBSTB「「HDRHDR」」

（台）

設置台数設置台数
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160160メガメガ 超高速インターネット接続サービス超高速インターネット接続サービス

加入世帯数加入世帯数
(世帯)
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350,000

07年12月末 08年12月末 09年12月末 10年12月末

17,500

107,700

183,900

290,900
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バンドル化の推移バンドル化の推移

加入サービス数別の世帯構成比

3 2 1サービス加入世帯 サービス加入世帯 サービス加入世帯

24.8 24.8 24.7 26.8 29.0

28.5 27.5 27.9 28.0 27.6

46.7 47.7 47.4 45.2 43.4
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20%

30%

40%

50%

60%

70%
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90%

100%

06年12月末 08年12月末07年12月末 09年12月末 10年12月末
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チャンネル別チャンネル別 視聴可能世帯数視聴可能世帯数

チャンネル名/会社名
区分
出資比率

視聴可能
世帯数

ベーシックチャンネルベーシックチャンネル

（2010年11月末現在）

その他
9.75％

その他
9.99％

その他
15％

日経CNBC
㈱日経ｼｰ･ｴﾇ･ﾋﾞｰ･ｼｰ

時代劇専門チャンネル

日本映画衛星放送㈱

日本映画専門チャンネル

日本映画衛星放送㈱

キッズステーション

㈱ｷｯｽﾞｽﾃｰｼｮﾝ

710万世帯
(697万世帯)

持分法
35％

AXN
㈱AXNｼﾞｬﾊﾟﾝ

583万世帯
(570万世帯)

持分法
33.3％

アニマルプラネット
ｱﾆﾏﾙ･ﾌﾟﾗﾈｯﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

762万世帯
(759万世帯)

686万世帯
(677万世帯)

持分法
50％

ディスカバリーチャンネル

ﾃﾞｨｽｶﾊﾞﾘｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

364万世帯
(353万世帯)

連結
76％

チャンネル銀河

ﾁｬﾝﾈﾙ銀河㈱

713万世帯
(707万世帯)

連結
89.41％

ゴルフネットワーク

ｼﾞｭﾋﾟﾀｰｺﾞﾙﾌﾈｯﾄﾜｰｸ㈱

837万世帯
(830万世帯)

654万世帯
(643万世帯)

LaLa TV
ｼﾞｭﾋﾟﾀｰｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ㈱

753万世帯
(753万世帯)

連結
100％

ムービープラス

ｼﾞｭﾋﾟﾀｰｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ㈱

13万世帯
(12万世帯)

その他
12.28％

アニメシアターX (AT-X)
㈱ｴｰ･ﾃｨｰ･ｴｯｸｽ

オプションチャンネルオプションチャンネル

出所：各社

（ ）内は2010年8月末現在の視聴可能世帯数
* J sports PlusはJ:COMではオプションチャンネル。

チャンネル名/会社名
区分
出資比率

視聴可能
世帯数

768万世帯
(753万世帯)

714万世帯
(697万世帯)

404万世帯
(403万世帯)

大人の趣味と生活向上◆アクトオンTV

㈱ジュピタービジュアルコミュニケーションズ

連結
90.00％

763万世帯
(774万世帯)

連結
80.5％

J sports ESPN, J sports 1, 
J sports 2, J sports Plus * 
㈱ｼﾞｪｲ･ｽﾎﾟｰﾂ･ﾌﾞﾛｰﾄﾞｷｬｽﾃｨﾝｸﾞ


